
































































































　第 1 に，「少子化社会対策基本法」（2003 年 7 月議員立法により制定，9 月から施行）。最も基本
となる政府の少子化対策宣言である。




　第 3 に，「子ども・子育て支援法」等，子ども・子育て関連 3 法（2012 年 8 月制定，2015 年 4 月
施行）。「自公民 3 党合意を踏まえ，保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的
認識の下に，幼児期の学校教育・保育，地域の子ども・子育て支援を総合的に推進」（内閣府・文
科省・厚労省の説明資料 2013 年 4 月）するために，財源措置を統合した形で行うべく導入された。
　第 4 に，「まち・ひと・しごと創生法」（2014 年 11 月制定，順次施行）。東京一極集中を是正し，
若い世代の就労・結婚・子育ての希望を実現し，地域の特性に即した地域課題の解決を目指して，
地方創生担当大臣の下に，国と地方自治体で総合戦略を展開する。
　これらの 4 つの法律に基づいて，子ども・子育て支援新制度は，2015 年 4 月より展開されてい
ることを踏まえておく必要がある。
　法以外の主要な政策を見てみると，「エンゼルプラン」（1995 ～ 1999 年度）「新エンゼルプラン」
（2000 ～ 2004 年度）「子ども・子育て応援プラン」（2005 ～ 2009 年度）「新しい少子化対策につい




出所：『平成 29 年度版少子化社会対策白書』http://www8.cao.go.jp/shoushi/shoushika/whitepaper/measures/w- 












が困難とわかれば，「放課後子ども総合プラン」（2014 年 7 月）が策定される。特に出生率の改善
を果たした自治体の政策が注目され，地方再生モデルとして取りあげられる。

























































































































































　まず，2016 年 4 月から「仕事・子育て両立支援事業」を創設し，その財源として「事業主拠出
金」率の上限を引き上げた（標準報酬の 0.15% から 0.25% まで漸次）。両立支援事業には，「企業主
導型保育事業」のほかに「病児保育の拡充」や「企業主導型ベビーシッター利用者支援事業」があ
るが，特に「企業主導型保育」（4）により保育の受け皿を拡大することがねらいであった。
　次に，2018 年 4 月からの改正で，事業主拠出金率の上限はさらに引き上げられ（0.25% から












（3）　企画委員のひとりへのヒアリングから（2012 年 3 月 15 日）。
（4）　内閣府の子ども・子育て本部企画担当参事官補佐からのヒアリング（2017 年 3 月 9 日）によれば，「企業主導
型保育」は予想以上の反響で，初年度に申請が 1,200 件あり，そのうち助成が決定した施設は 758 施設になったと






















どちらに付けるかであり，歴史的に 2 歳児の入学をめぐる議論があった（舩橋 2013a）。むしろ近
年のフランスでは，3 歳未満の保育制度があまりにもバラバラであることが問題になっており，







































　第 2 に，フランスの「家族会議」は，家族政策の形成の場というより，既に 1 年をかけて調整さ
れ練り上げられてきた家族政策の発表の場であった。「家族会議」は，左派ミッテラン政権によっ




（Conseil économique, social et environnemental ＝ CESE）などで，幅広い市民の代表を含んで家
族政策の議論は行われてきたし，家族会議が閉じられた後にも，その機能は「家族高等評議会」




























　まず，保育の状況について，2018 年 9 月 7 日に厚生労働省が発表した「保育所等関連状況とり
まとめ」によれば，2018 年 4 月 1 日現在の保育所利用定員は 280 万人で，前年より 9 万 7 千人増
加したが，待機児は 19,895 人で，昨年度より少し減ったが，解消はしていない。定員増の歴史を
見ると，2010 年から 2014 年度までの 5 年間に，216 万人から 234 万人へと 18 万人分が増えたが，



















　また，政府は，2019 年 10 月に予定している消費税の 10% への引き上げに合わせて，同時に幼
児教育の無償化を実施することを計画している。基本的には 3 歳から 5 歳までのすべての子どもを































はなく社会の子どもである（we are having a baby）ということを伝える，②ネウボラナース（保
健師）と親の対等な対話を重視する継続的な信頼関係の構築，という 2 点に集約される。また，中

































































ラと育児パッケージにみる子育ての社会化」『藤女子大学 QOL 研究所紀要』10 巻 1 号：5-12。
――（2017）「フィンランド・ネウボラの理念と現状―ハメーリンナのネウボラナース養成校の現地
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